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1.問題の所在
民法上，金銭(貨幣)は動産であるが，その高度な価値代替性と流通性か
ら，特殊な動産であると位置づけ，貨幣は所有者と占有者が一致するものと
説かれている。
このため，金銭所有権に基づく返還請求権は，封印された金銭等特殊な場
合念除いて査定をするのが今日の通説的見解となっている。判例上も，編取
金銭による弁済等の事案において，被臨取者から弁済を受けた第三者に対す
る返還請求につき，大審続時代に一時期，民法 192条を適用して善意者に対
する返還義務は認められないとした判決があるものの，最高裁においては，
一貫して，金銭は所有と占有が一致することを前提として(最判昭和 29年 11
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月5日刑集8巻 1号 1675頁参照)1)，不当利得返還請求権とみる現状にある(最
判昭和49年9J= 26日民集28巻6号 1243貰)。
しかし学説上，近時，改めて「物としての金銭Jの性質を取り込む議論が
あるだけでなく 2)，後に簡単に触れるが， r価値の上の物的返還請求権」と
の構成も有力に提唱されている。また，不当利得返還請求権の構成をとる最
高裁判決も，そこで要件とされている「善意jないし f悪意重過失jの要件
は，不当利得返還請求権を定める民法 703条以下に明文があるのでもなく，
請求認否の実質的判断は，被踊取者からの善意第三者に対する金銭の追及効
命日限にあると思われる。それだけでなく，聴取金銭によって弁済を受けた第
三者に対する被鶴取者からの不当利得返還請求を認めた前出の最判昭和 49
年も，かつて占有の不当利得論を提唱され， r物としての金銭Jの性格を巧
みに不当利得返還請求権の要件(菌果関係)取り込んだ我妻博士の理論3)に依
拠するものであった4)。
それでは，金銭の物としての性質からの返還請求権という構成をとるため
の障害は， どの点にあったのか。金銭の代替性にのみあるのであろうか。こ
の点は金銭の代替性にもかかわりのあることは否定できないが，なしろ，
(i)契約当事者間での預金の払い戻し請求等の関係(人的関係)と， (ii) そ
のような人的関部のない，物としての金銭の返還請求の関係(物的関係)が
IR別されないところにあるように思われるのである 5)。上記騒取金員の返還
請求の事例でみると，時じく金銭の返還を求める請求であっても，被輔取者
が輔取者に対して鵜取金銭の返還を求める法律関係(不法行為等の人的関係)
では，鞠取行為(不法行為)を理由として返還請求がなされる関係である
が，被輔取者から第三者lこ対する返還請求の関係は，今日の判例通説の下で
は不当利得返還請求と構成されるが，実体は，いわば物としての騎取された
金銭の返還を求める関係として現れる。後にみるように，金銭の返還をめぐ
る法律関係上の争いについて，主張・立証すべき事実の把握にとっても有議
な視点を得ることができると考えられる。そこでこの視点から，小論な述べ
ることとし7こい。
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(注) 本稿は， 2004年に南山大学赴任時に南山大学法学会の折に報告の機会引等，
その後，後出のように地裁判決例について判例解説(南山法学第 28巻4号;注 12
参照)を載せた。しかし今日，なお，預金者の認定を巡る論議や盗難預金の返還を
巡る紛争事例も多く現れているので，この報告に補足修正そして，改めてこの記念
号に掲載することとした。
2.債権関係に基づく請求権と物としての金銭に対する
返還請求権の霞別の必要性
(1 ) 先にみた輔取金銭による弁済に対する返還請求を，債権関係として
の不当利得の返還請求権と構成するか，物の返還を求める物的返還請求権と
構成するかは構成上の問題であって，結論として上記最高裁判例のように悪
意重過失の第三者に対する返還請求を認めうるのであれば，その隈りでは議
論の実益はない。しかしながら，金銭の返還を求める訴訟を不当利得返還請
求権と構成することによって，返還請求の性質があいまいになって，理論構
成上はともかく，実際的な紛争解決の上でも問題を残したままになっている
ことは否定できない。
たとえば，判決の結論の当否に論議のある事例についてみると，最高裁平
成 8年 4月26B判決(民集 50巻5号 1267頁一一以下「最#U平成 8年j とする)
は， Xが仕向銀行を通して誤振込み6)をし，被仕向銀行の誤振込先口座名義
人Fの債権者Yが行った当該預金債権の差押えに対して，援込依頼人の X
が第三者異議の訴えをケ提起した場合に，誤振込みであっても Fの被仕向銀
行に対する預金債権は有効に成立していることを理由として， Xの請求を認
めなかった事例である。この判決においては， F名義の預金契約が成立して
いるかどうかも問題になるが， F名義の預金が成立したと解するとしても，
むしろ問題の焦点、は，自己の金銭であることを主張する Xの第三者異議の
訴えが認められなかった点にある。第三者呉議の訴えを認めない根拠は，賃
借入が占有する賃借中の動産に対して債権者がなした強制執行としての差押
えに対する賃貸人(所有者)の第三者異議の事例と異なって，金銭債権とい
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う価値でしか把握できない法律関係においては，特定の物に対する法律関係
に欠けることが理由になっている。しかし， Xの誤振込みによって Fの預
金債権が成立するとしても， Xによる誤振込みの事実が暁自であるならば，
それはFの責任財産と認めるべきではないだけでなく，誤振込みにより F
名義口座の預金高に増加があることも明確なので，目的物の特定性を否定す
る理由ともならない。そうすると，問題は， Xが自己の金銭であると主張し
て求めた第三者異議の訴えを，預金契約上の債権関係の開題として処理する
点にあるということができる。この事件での争いは，預金債権関係と別個
の，誤振込金がXの金銭であることを理由としてその金銭の返還(ないし妨
害排除)を求める法律関係ということができる。すなわち， この事件での誤
振込金は預金債権として Fの他の預金と j可一名義の口産に入ってその日盛
名義はFであるが， この誤振込金はFがXから誤って受領しこれをケ預金と
して寄託している預金がXの金銭であると主張する関係にあるとみること
が必要なのではないかと考えられるのである7)。ここでの Xの主張は，預金
契約に基づく債権関係としての預金債権lこ対する権利主張ではなく， rxの
金銭であるj ことを前提としてのものということができる。このように X
の主張が，預金契約上の主張でなく，第三者に対する Xの金銭であること
を主張するものとみると，物としての特定性に欠けることもなし判決の結
論もかわりうるように思われる。
また，後にみるように (4.(4))，預金者の認定として議論されてきた事例
も，この 2つの法律関係が区別されないまま議論がされてきたように忠われ
る。例えば， Aが， B銀行lこ有利な預金口座を開設するために Cに金員の
預けたところ， Cは，窓口において Aであると称し八名義で，あるいは，
自己の金銭と称して C名義で，預金口産を開設し，銀行取引約定書に基づ
く栢殺予約条項に基づき丙が貸付けを?受けた事慨は，これまで，讃金者は誰
かが中心的な論点として議論されてきた8)。
従来の学説上，預金行為者である丙が預金者であるとする主観説し実擦
の出損者 (A) を預金者とする客観説があり，従来，最高裁は客観説をとっ
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てきたとされてきたが，近時は，預金の実質的帰属者を誰と見るかが争いと
なった事例を通して， これを修正する方向型)，あるいは，従来の裁判例の態
度を再確認する等，実質的争点により却した学説上の議論が深められてき
た10)。例えば， Aが頭金契約に基づき預金の払い戻しを求めたときは，債権
問需としての頭金債権上の法律関錆であり，これに対して， Cが預金証書等
をAに引き渡さず， Aがちに対し， iAの金銭Jであることを主張立証して
その返還を求めたときは， Bが善意故得の要件を具備しない限り，返還義務
を己負うと解する必要があろう。銀行がこの預金を担保にしては不知の潤に)
Cに融資をし， AがB(銀行)に対し， Cに預託した金員の返還を求める訴
訟において， B銀行の相殺の主張をしたときは，銀行は頭金な占有・留置し
ているので，動産質につき善意取得の要件が異備されたかどうかを判断すべ
きである。ここでは判制は民法478条の類推適用によって当該事案としての
合理的な結論を導いている 11)。しかしその実質的な判断基準はなにかをみ
ると，預金として占有を開始し，それを?担保として貸付けをしたという点に
求めることができる。
このように， (i)債権関係としての預金債権の法律関係と， (ii)先の誤
振込みの事例で， F名義の預金となっているがXの金銭であることを?怨コ
者に主張する法律関係は，ilUi磁の法律関係として賠握すべきものということ
ができる。このような毘別がなぜ認められないかに問題の焦点があるのでは
ないかと解される。
(2) 物としての金銭から生ずる法律関係(物的関係)の適用例
それでは，なぜ， この二つの法律関係を区別する必要があるのか。この点
に入る前に，ニ霊の法律関係の抱揮が重要なことを示す素材となる事例を見
ておく。銀行実務で行われている誤振込みに対する f組戻し」は，法律的に
はどう構成されるかという点である。誤披込みに対する預金返還請求として
争われる事案である 12)。
援込依頼人XがB銀行(仕向銀行)からの振込依頼書に，振込先をY銀行
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(被仕向銀行)Gと記入すべきところを， Fと誤記したため F名義の当座預金
口鹿に振り込まれ， Xは仕向銀行を通じ誤按込みを伝えたが，組み戻しがな
いため， XがYIこ対し不当利得返還藷求権に基づき誤振込金相当額返還の
訴えを提起したが， これに対して， Yは組み戻しの依頼時，すでに Fの口座
を強制解約して別段預金としたこと， Fに対する貸付金と相殺をしたことを?
主張した。ここでは，預金契約関係に基づく主張し契約関係にない物的な
iXの金銭」であることに基づく主張が混在して議論される。
ここで注目すべき点は， この事件で「紐戻し」に支離はなかったはずだか
ら不当利得として返還せよと命じている点にあり，その「組戻し」は，銀行
実務の{更宜的な措置に過ぎないのかどうか。この組度しの法的性質が議論さ
れないままになっていたところに，この判決の事件が生じたということがで
きる。
この事件において，誤振込金に対する法律関係を~!賞金債権関保としてだけ
把握すると，上記当座預金の解約，別段預金への振替によって， もはや F
の預金債権行使(具体的には，預金の払い戻し等)はできないことになる。 しか
し，他方で，当該誤振込金がほの金銭」であるとの二重の性格も併せ持つ
とみると， Fから消費寄託を受けた預金嶺権行使としての返還請求の法律関
係とは別に， Fが銀行に寄託(消費寄託)した金銭が iXの金銭jであること
を銀行に対して主張することができる。この判決は，法律構成としては，誤
振込により預金債権が有効に成立するとの前出平成 8年の最高裁判決を前提
とした上で，かつ，被告銀行に対する Xの誤振込金相当額の返還議求権を
不当利得返還請求権であるとの構成にたつものであるが，銀行実務で行われ
てきた誤振込に対する「組庚しJに支醸がないことを根拠に，誤振込金相当
額の返還請求を認めたものであって， Xの金銭の取り戻しと同様な法律関係
と構成するヒントを与えているということができるお)。
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3. それでは，なぜ，金銭に物としての性質に却した
法律関係が認められてこなかったか
金銭の返還請求について物権的な請求権が生じないとするのは，金銭の高
度の代替性という性質からだけか。金銭債権について民法402条 1項本文は
「債権の目的物が金銭であるときは，債務者はその選択に従い，各議の通貨
で弁済をすることができるj と規定する。金銭の代替性・流通性からくる動
産としての特殊性は，この規定に象徴される。
それでは，なぜ，金銭の物としての性質から生じる請求権が債権的語求権
と別個に構成できることが認められないのか。金銭の代替性・流通性に一因
があることは否定できないが，むしろ，その原因は物権債権の峻別に基づく
物権的請求権の概念構成にあるということができる。
日本民法典は物権的請求権の規定を持たないが，民法起草者も民法上は物
権的請求権が認められることは当然のことと理解していたことは確かであ
る。開題はその適用領域にある。日本においては， ドイツ民法典985条のよ
うに，所有と占有の分離が生じたときはそれだけで所有権に基づく返還請求
権が生ずるとの規定を持たないにもかかわらず14)， ドイツ解釈論の圧倒的
な影響の下に，当事者聞に契約，不当利得，不法行為その他の人的関係があ
る場合にも，所有と占有が分離したときは，所有権lこ基づく返還請求権が生
ずると解されてきた。
そうすると，物の給付が無効になった場合に，当事者間で，不当利得返還
請求権(災 703) と所有権に基づく返還請求権が生ずることになる。無効な給
付に基づく当事者間における物の返還を求める請求は，無効な給付の回復
(不当初得返還請求)であるにもかかわらず，他方で，所有と占有の分離が生
じ占有者には返還を拒む占有権限がないことから，所有権に基づく返還語求
権も生ずるものとされる。このため，契約・不当利得・不法行為の当事者の
法律関係(人的な関係)と，対抗関係等生ずる人的関係のない法律関係(物的
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関係)の場が区別なく物の返還請求として論じられることになる。
前掲注 12)にあげて紹介した名古屋地裁平成 16年 4丹21日判決の事案に
おいては，援込依頼人Xと受取人Fとの聞の法律関係は，先にみたよう
に， xが誤振込をしたので，金銭の受領者Fが金銭{fX!こ戻す関係であ
り，所有権の所在は関係がない。 Fの口座に誤振込をし，その原状回復(不
当初得等)の法律関係のみが問題になる。また， XがFに代わって預金の払
しを受ける関係も， FとB2銀行の間の預金契約に基づく Fの預金の払
庚請求をする債権関係である 15)。
これに対して， Xが払銀行に対して rxの金銭jであることを?理由とす
る返還請求権は， xから誤受領して自己の金銭として B2に寄託(消費寄託)
して引き渡した金銭の取り戻しの請求する権利関係であり，物としての金銭
の所有権に基づく請求権である。上記判決の f組庚しj手続きがこれにあた
る。
この考え方が認められるためには，かつて論じたように(注 5)，物権的返
還請求権の適用領域色①無権利者から権原に基づいて取得した第三者に
対する返還請求および，②二重譲渡の対抗関係における一方から他方に対
する返還請求の関係に娘ることが必要である。所有と占有の分離から物権的
返還請求権が生ずるとすることは，却って法律関係の性質を不明確にし，兵
体的な返還の範囲を暖昧にする。
整理すると， (i)人的関係は，契約，不当初得，不法行為，棺隣関イ系(契
約類似の法定の法律関係)等によって規律される関係である。この関係で生ず
る請求権は，人的請求権と表現した方がよい。ここでは所有権いずれに属す
るか(金銭の帰属)は，当事者間の契約関係など人的関係によって定まる。
(ii)物的関係(物的諮求権)は，上記の①無権利者による処分に対する追及
効の制眠の有無の関係，及び②ニ震譲渡の対抗関係の場がこれにあたる。
物的関係は契約等の関係がないため，返還請求の根拠，返還の範閉そ定める
規準がない16)。ここでは所有権(金銭の帰属)は，それぞれ物的関係の請求が
認められた結果に過ぎない。従って，金銭については価値の抱謹しかできな
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いので，所有と占有が一致するということは実益がない。嬬取金銭による弁
済の事例で，被騒取者EfIの第三者丙に対する返還請求権が認められるときに
は金銭の所有権は取にある。認められないときは丙にある， といえば足り
る。
4. r物としての金銭Jの上記構成の適用例
(1 ) 騎取金銭によって弁済を受けた第三者に対する被編取者からの返還
請求権は，不当利得の返還請求権の問題として，法律上の原闘の有無および
利得と損失の間の因果関係の問題として構成されていることは，前記1.に
あげた最判昭和49年に見た通ちである。この判決17)は，金銭の善意取得と
の構成はとらないとの立場から，不当利得の成否を論ずるものであるが，人
的関係のない第三者に対して，金銭であっても，第三者の受領が社会通念上
編取金員に由来すると認められれば，金銭の返還請求が，不当利得としてで
あるが，認められることを明らかにした判決であった。また，第三者の善意
無過失でなく悪意重過失があるときと要件を厳格にする点は，通貨(金銭)
の流通性から(民 192事善意無過失一一手形 16②，小切手 21一一怒窓議過失)理解で
きるものである。
このように不当初得構成にせよ，金銭に対する返還請求を認めることは，
金銭について「所有と占有が一致するJとの理論が実益を欠き，維持できな
いことを意味する。金銭の物としての特殊性は，民法402条 l項が原則を述
べているように， I積権の居的物が金銭であるときは，債務者は，その選択
に従い，各種の通貨を?以て弁済をすることができるj という点に尽きるので
あり，その点を除けば，金銭の物としての特定性は観念でき，物的な返還請
求権を認めうる。それにもかかわらず，金銭については，所有と占有が一致
し，物的返還請求権は認められないとみるのは，人的関係(契約，不当利得，
不法行為等の関係)と物的関係(人的関係にない請求権の関係)を混同する結果に
ほかならない。
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そこで，以下において，従来， この請求権の混陪の結果，法的構成に漉乱
を生じてきたいくつかの事例について， この視点、から，若干の整理をしてお
き7こい。
(2) 棺殺予約の担保的機能に関する問題
相殺(民 505以下)に簡易な決済機能があるだけでなく，強力な担保的機能
を有することは認められているが，法定相殺，相殺予約について，いわゆる
制捜説，無制限説へと展開した判例に対して18)，近時の学説の多くが，特
に法定相殺につき，無制限説を批判することは，周知の通りである。争点、
は，預金等の相殺予約条項の下で Aが B!こ貸付けをし，貸付債権 (a債
権)，預金債権 (b債権)とも弁済期未踏来にある状態で， CがBのAに対す
る預金債権に対し差押えをした場合に， AはCに対して，相殺を以て対抗
することができるか。 法定椙殺(民505以下の解釈)と銀行取引約定書等によ
る相殺予約条項で，結論が異なるか，にある。
上記撰点(1物としての金銭jからの構成)からみると， どのように考えるこ
とができるか。①相殺は債権法の法制度であるが，相殺予約条項による貸
付けの「担保的作用jを重視する必要がある 19)0ACの関係は「物的関係j
であり，第三者Cに対して Aが「担保Jの効力を主張できるか，が問題の
焦点になる。そうすると，民法上， どのような法律関係とみるかから判断す
ることが必要になる。ここでの担保は一般に「預金債権Jが着目されるので
あるが，むしろ「預金Jに対する動産質権の設定があったものとみるべきで
はないカ，20)。相殺予約条項に基づく貸付の法律関係(請求権)は，事実上に
せよ，担保になっているのは，預金債権でなく，頭金である。そうすると，
AがBから引渡しを受け，占有する金銭に対する担保，従って動産費の効
力を，差押債権者Cに対抗できるかの問題と異ならないということができ
る。この法律関係は，預金債権を担保とし，対抗要件として，通知又は承諾
の法律関係ではなく(民 364)，金銭(預金)そ奇有していることにある(民 352)
法律関係とみるのが実際に合っているといえる。動産質権の成立要件は[質
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権設定の意思(合意)J と 151渡jであり(民 342，344)，銀行は(預金債権でな
く，金銭，すなわち動産としての)預金(預金契約は消費寄託:民 666) を「占有j
(災 352) しているので，動産質権としての優先弁済権が認められると構成す
ることができる。
そうすると，むしろ問題は，相殺予約条項を用いた貸付lこ，債権法の手段
佐用いているにも拘わらず，当事者の意思として物的担保たる質権設定の
「意思(合意)Jが認められるかにある。この点で，学説は，一般に，相殺の
規定が債権法の規定であることから，質権であることを認めない。
最高裁昭和 45年 6月24日(民集24巻6号 587頁)の大法廷判決において，
法定相殺につき制限説，相殺予約につき無制限説をとる大隅裁判官が，銀行
取引で相殺予約があるから弁済期の先後を開わないで相殺をもって差押債権
者に対抗することができるとする補足意見を述べるに際し，相殺予約に対外
効を認める根拠として，銀行取引においては相殺予約があることは「公知の
事実jだと言う点、を挙げ， この点、が，学説によって「公知の事実jを「公示
性」があるから「対抗力jがあるのだと解されてゆく 21)。しかし，大隅裁
判宮のいう「公知の事実」というのは，相殺予約が担保的機能を確保する手
段としての「特約んすなわち担保的機能を持たせる合意が f公知の事実j
という趣旨と理解すべきであろう。「対抗力j としては「預金を占有してい
ることJ(民 352) に求めるべきである。約款の条項はあくまで当事者聞の合
意にすぎないので，栢殺予約条項を対外効の根拠とすることは適切ではな
く，最高裁昭和 39年 12月23日大法廷判決(民集 18巻 10号 2217頁)の多数
意見にあるような批判を受ける。
このように，相殺予約では，担保権設定の意思(合意)は「公知」のこと
であり，対抗力は金銭留置に認めればよいと解される。従って，相殺と差押
えとして論じられる問題は，相殺予約条項における担保権設定の「合意j と
その効力をどうみるかが問題の焦点であるというべきである22)。
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(3) I価値の上の物権的返還請求権J(レイ・ヴィンディカチオ)の観念からの
アプローチについて
すでに触れたように，近時「価値の上の物権的返還請求権jを認める見解
が，先に取り上げた編取金銭による弁済事例全契機にして，有力に主張され
ているお)。
ここでも，上記視点、からの問題の整理のみを行っておきたい。
f価値の上の物機的返還請求権Jの理論は，学説上必ずしも多くの支持を
得ていないが， ACの関係を債権関係の延長としてでなく，実質的に物的な
関係として把揮している点で，題めて示唆に富む。基本的にはこの方向が支
持されてよい。しかしながら，上記鞠取金銭による最判昭和49年にみたよ
うに，特定性(同一位)は，社会通念上被騎取者の金銭で第三者の利益そは
かったと認められるだけの連結があること，ないし，騎取金銭による弁済に
つき第三者の金銭受領が社会観念上騒取金銭に由来するとみとめることがで
きればよいのであって，それで足りる。むしろ AB間での法律関係(人的関
係)においてと， AがCに返還請求をする関係(物的関係)とでは，金銭所有
権の観念の要否は全く異なることを?理解することが重要であり， i価値の上
の物権的返還請求権」という観念もここでは必要ではない24)。
(4) 民法478条類推適用事例について
「民法478条の類推適用」の問題点は，典型的には次のようにして生ず
る。
A銀行に Bが， Cと称して C名義で定期預金をし， Bはこの定期預金を
担保に， C名義で 100万円の貸し付けを?受けたが， この金員は， BがCに
A銀行での預金~依頼したもので， C (この金員の出掲者)は， それを担保に
貸し付けを受けることは全く承諾もしていなかった。 8がC名義で定期預
金をし，これを担保に貸し付けを受けていることな知った CがA銀行に支
払いを求めた場合に，銀行が銀行取引約定書に基づく栢殺を主張する。 Bへ
貸付時には銀行l主義意無過失であった場合に，民法 478条の類推適用による
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とすると，相殺時に善意無過失を要するのではないかと疑問を生ずるが，判
例は，貸付時lこ善意無過失(民478参照)であればよいとして(最判昭和 48年 3
月 27民集27巻 2号376頁および最判昭和 59年 2月23日民集38巻 3号 445ffi[参照)， 
合理的な結論はとる。
預金者認定の問題(判例，学説)についてはここでは触れないが，結論と近
時の最高裁判決の簡単な紹介のみを述べておくと，最高裁がいわゆる客観説
をとったとされる事案は，金銭を物の性質から，預金契約に基づかない返還
請求の行使がある場合であって，銀行に善意取得等返還を拒む事出がある場
合に， 478条の類推適用な認めた事案である。学説上，最高裁は「預金者認
定Jにおいて客観説をとったとされるのであるが，預金者認定が先にあるの
ではないとみるべきではないか。判例は，一方で (a)Aの金銭lこっき 8が
預金契約をした場合に，返還請求権が，物的な関係で行われるときに，頭金
契約lこ基づく返還請求(預金の払い戻し)と別の訴訟として拙謹し， その請求
の認否を判断する際に，預金者(預金の所有者)は出掲者だとされる。これに
対して，他方で (b)AB聞の契約関係において，これを Bの金銭として C
との間で βが預金契約を行うときは， AはCに対して物的な請求権の行使
が存するわけではない。近時の最高裁判決にこの (a)25)とら)26)の事例があ
らわれている。 (a)につき，原審が債権質権と構成しことは相当でないとし
た上で，信託法を用いて同結論を導いた判決があるが，物的関係からの判断
がなされた事例といってよい。
物としての金銭の観点からの構成についてのみ述べると， A銀行の保護
は，民法 478条によるのではなし銀行が金銭の涼所有者Cの金銭を Bか
らの寄託(消費寄託一民666)契約に基づき占有し， この金銭を担保に B!こ貸
付けをして金銭を留寵することにより，銀行は動産質権を邸時取得した(民
192) と解することができる。しかし，学説は，金銭は代替性が強<.金銭
は，価値としての把握ができるのみで，金銭の所有権を?考えることはできな
いとして(従って，預金について動産質権の善意取得は認められない)，一般にその
ようには構成せず，民法 478条類推適用の問題として処理する。
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(5) r物としての金銭Jの観点から取り上げることのできる事案は多い
が，上記事例のみからも，その必要性が明らかであるということができる。
物的請求権の関係にある騎取金銭による弁済事例のように，不当利得返還請
求権として構成せざるをえないのは，所有権に基づく請求権の考え方に由来
する。すなわち， r所有と占有の分離Jが生じたときには，占有者に所有権
があるから所有権に基づく返還請求権が生ずるとの構成に由来するものであ
ることに呂を向けなければならない。しかし， r債権の呂的物が金銭である
ときは，債務者は，その選択に従い，各種の通貨を以て弁済をすることがで
きるJ(民法402条 1項)のであり，金銭所有権を否定することは適切ではな
い。輔取金銭による弁済であることについて，輔取者から金銭を受領した第
三者が悪意重過失であるときは，被騎取者は物的な関係に基づく返還請求権
が認、められる。その結果を「瞬取者に所有権があるj と表現すれば足りる。
ここでは「金銭な騎取されたこと」が主要事実となる。金銭の返還な求める
この物的関係について，輪取金銭の取り戻しという物的な性質をみることに
よって，前出の最高裁平成8年4月26日判決(民集50巻5号 1267Jま)の事案
においても，第三者異議の訴えを認めることができることになるのではない
かと解される。
5.結論
物的関係の請求では， r金銭の髄値的性質jが請求権の構成要素なのでは
なし人的関係のない物的関係で金銭の物としての性質があらわれる。そこ
では，最高裁の昭和49年判決がいう「社会通念上乙の金銭で丙の利益をは
かったと認められるだけの連結がある場合Jであれば足りる。物的関係で
は，訴訟にあらわれるのは，実際上は Bが倒産等無資力の場合であるが，
無資力は要件ではない。誤振込金の受取人の承諾があれば f組良しjが行わ
れることは先に前出名古屋地判平成 16年の事案でみた通りである。組戻し
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は，単に便宜的措置ではなしこの物的関係の反映ということができる。物
的関係と人的関係が区別されないまま， この(誤振込金の綴戻し)物的関係が
人的関係としての処理(預金契約の解約と別段預金への振替で人的な請求権，すなわ
ち預金契約上の払戻請求権はなくなったとすること)でよいとして，組戻し請求が
あった後に，相殺の主張が持ち出された事案であった。
j主
1) この判決が金銭所有権は占有と同時に相手方に移転するとする点は，判決の必須
部分ではない。
2) 好美清光 r~話取金銭による弁済についてJ 一橋論叢 95 巻 1 号 12 1'[以下。
3) 我妻栄・僚権各論下巻ー 1020夏以下(昭和 47)。
4) 井回友吉・最高裁判所判例解説民事篇昭和49年度583頁以下参照。
5) 物的関係と人的関係の区別については，搬稿・物権的返還議求権論序論 1~5 頁
参照(滋賀大学経済学部刊， 1972)。
6) 誤振込みは例えば次のようにして生ずる。振込依殺人Xが債権者Gへの債務支
払いのために， Xが預金口座をもっ仕向銀行 B1において，r (被仕向銀行)B，銀行
(名義人)G預金口座jへの振込依頼をする。この際，振込依頼人Xが振込依頼書
に振込先をfB，銀行G預金口座j と記載すべきところを，思い違い(錯誤)によ
り fB，銀行F預金口座」等と誤記することにより生ずる。なお，弁済のために行
われる振込みにヰすいては，誤振込は，受取人lこ対する弁済行為(準法律行為) とし
て民法95条にいう本質的錯誤であるが，銀行に対する委任契約は，指定した送付
先への送金の委託であり，送金の委託自体に錯誤ない。従って，小切手関係に類似
した無図行為との結論は適切であるが，受取人に対する弁済の関係と振込依頼(準
委任一弁済ぞすることは振込依頼の原因関係)は別の法律関係とみることができ
る。
7) 今井克典「振込による支払と金銭債務の弁済J法学新報 107巻 11・12号 74頁
一一振込取引においては，通貨の交付による預金債権の成立と向様に，消費寄託契
約(準消費寄託契約一一民 666，588一一一民銀行から通貨の引渡を受けた上で潟
度銀行員引き渡す手間を省略してそのまま寄託する)に基づいて預金債権が成立す
るとされる。
8) 東京高判平成 18年 10J=I 18臼判符 1ヲ52号 96支は，夫婦AXの預金通l燦，印鑑
等が窃取され， B銀行の夫Aの預金から Y銀行にある Aの委X名義の口座に振り
込まれた金銭が，窃取者から依頼を受けた者によって払い戻されたので， XがY
に対し，払戻しは無効であるとして預金の払戻請求会したという争い方がされた事
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案である。一審判決は， Y銀行lこは過失があったとしてXの請求を認容し(判特
解説96頁参照)， Yが控訴し，本控訴答判決は，最高裁平成 15年3月 12臼汗l集
57巻 3号 322頁を引用し，当該振込金はXの資金全構成するが， Xは自己のため
に払戻しを請求する溜有の利益を有せず，振込者(不当利得関係の巻戻し)又は最
終損失者へ返還すべきものとして保持するに止まるのであって，本{牛払戻しの請求
l主権利1登用に該当するとして， Yの弁済における過失の有無を判断するまでもな
く， Xの払戻請求は漂白がないとして棄却をした。判決文の補足説明にあるよう
に，八の被答回復のためには， Yの弁草寺前であれば， Xに対して，自己の金銭であ
ることそ主張して，不当利得返還議求権に基づく X名義の預金を仮差押え等すべ
きものである。 XがYに預金払戻請求訴訟を提起したのは， AXが夫婦であること
も作用しているが， X (訴訟代理人)としては， Xが八の損失で利得しているにせ
よ， Xの預金僚権が成立していることを前提にするためにXによる払戻請求をし，
Yの弁済における過失を問題とする争いとなった。ここでの法律関係は， (i) AB 
関は預金契約関係であるが， (i) AY間は， Aが8に寄託したが滋取され， Xから
の受託したYに対する金銭の追及の法律関係になる。従って， Y銀行X名義の口
療にこの金員の振り込みがあっても，それだけでは， Aからの盗取金員であること
をケ前提とする限り， XのY'こ対する払戻し請求権は生じない。
9) 例えば，榊素寛「専用口g形態で管理された普通預金の帰属と倒産処理J神戸法
学雑誌53巻 4号 43頁以下参照。
10) 福井章代「預金債権の帰属についてJ'l!Uタ 1213号 25頁がある。
11) 民法478条からは弁済時に善意であることを要するが，最判昭和48年 3月27日
民集27巻 2号 376Ji は，格殺予約条項に基づく相殺を?期限官官弁済と向視できると
構成し，ついで最判昭和 59年 2月23日民集第38巻 3号 445頁は貸付時に善意で
あればよいとする。ここでは担保権設定の合意と善意無過失が実質約な要件となっ
ているとみると理解しやすい。
12) 名古屋地裁平成 16年 4月21日金法 1192号 11][は次のような事案である。この
判決については，拙稿・再雪山法学28巻 4号 135頁に本稿と同じ視点から判例解説
を行った。
特異な経緯のある事案であるが，一審判決は， Yとしては，別段預金中の本件振
込金相当額については， Xに返還されるべき不当利得金であることは認識できたの
だから， Fが上記承諾をしていることを述べて，組戻しに応ずることに支隠はない
とし， Y銀行が行った相殺は正義，公平に照らして，本件振込金相当額の限度で無
効だと判断した(控訴審は名古屋高利平成 17年 3月 17臼金法 1214号 19Jiで，理
由付けは異なるがYの授訴を棄却した)。
13) 被仕向銀行が誤振込と気づかないまま受取人に対する貸付金債権との拐殺の意思
表示後に，誤振込みとして組戻しの依頼があった場合，銀行は振込依頼人に対して
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相殺を主張できるか。銀行取引約定替の栂殺予約条項は誤振込金であっても相殺が
できる趣旨が含まれていないことは当然であるが，相殺の意思表示がなされたとき
は，その後に組戻し依頼があったとしても，銀行は相殺の主張ができなければなら
ない。この点をどう説明するか。組戻しを認めると，貸付金債権につき消滅した損
保の復活が図難であるとの理由が示されることがある。しかし潔白として十分とは
言えない。「物としての金銭Jの性質からみると，次のようにいうことができる。
後述(相殺予約の担保的機能)するように，銀行取引約定書室に慕づく稲殺予約は，
寄託主主受け占有をしている金銭(動産)を担保に融資をするものであるから，動産
質権と構成すべきであり，扱係権設定の合意と物としての金銭ぞ占有(留置)する
ことによる対抗力(対外的効力)が認められる故に，約定書において相殺予約条項
が誤振込金であっても担保に供する趣旨はありえないが，他人の金銭が担保lこ供さ
れたときには，動産主食権の著書窓取得が生じるとみることができる。
14) sGB 985条〔所有権に基づく返還請求権〕 所有者は占有者に対して，当該物の
返遼を請求することができる。
sGB986条〔占有者の抗弁権J(1) 占有者は，点有者又は占有者の占有する権
利がa来する間接占有者が所有者lこ対して占有権限を有するときは，その物の返還
を拒むことができる。(以下，略)。
15) 上記名台屋地裁平成 16年 4月21日判決は，銀行が「組渓し」依頼に応じること
に支障はなかったと述べるとともに， Xは受取人Fに対する不当利得ilZ滋請求権
を有し， Fが無資カであるので，本件預金口座および別段預金の預金僚擦を代佼行
使することも可能だとする。 2つの法律関係ぞ別々に的確に把握しているというこ
とができる。
16) このため，特に物的請求機(物機的請求権)とilR遂の範閥を定める必要が生ずる
(民 189以下)。
17) 最判昭和 49年9月初日民集28巻 6号 1243Ji[は，騎取金銭による第三者への弁
済において，綴取者が騎取金を一長自己の口JAに入金する等の毒事情があった毒事案
で，金員のi可一性がないとして不当利得返遼請求を排斥した原審判決を破棄室長渓し
とするに際し，社会通念上乙の金銭で丙の利益をはかったと認められるだけの連結
がある場合には，受益と損失の間に因果関係を認めることができ，内が金銭受領に
つき惑怠または重大な過失があるときは，法律上の原図を欠き，不当利得となると
述べたものである。要するに， ~l局取金銭による弁済につき，第三者の金銭受領が社
会綴念上総取金銭に由来すると認められ，第三者に受領につき惑意重過失が認めら
れるときは，不当初得となるとするものである。この判決の震婆な滋味は，不当利
得返還請求の構成をとるが，そこでの実質約は判断は，代替性の強い金銭から判断
した原審と異なって， l!I鳥取者が被編取者から金銭を騒奴し，それを霊鳥取者から受領
した第三者に対する追及が可能なことを認めた点にある。
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18) 最(大)判昭和 39年 12月23臼民集 18巻 10号 2217JI (制限説)，最(大)半日昭和
45年 6月24日民集24巻 6号 587頁(無制限説)。
19) 最(大)判昭和 39年 12月23B民集 18巻 10号 2217頁の松田裁判官の意見参照。
20) 我妻・新訂債権総論 318頁も，金銭留寵の語は用いないが，自行預金担保貸付け
につき， r自行預金を貸付の見返りとしている場合には，質権設定の手続を?とらな
くとも，また，これを質権と構成しなくとも，これと同様の効果を認めて妨げな
い」とし，その上で，公示も不要とされる。
21) 伊藤進「主主搾と相殺J星野編・民法講座 4; 451， 454頁参照。
22) 近時，この点の詳細な検討をしたものとして，岡本裕樹「いわゆる『相殺予約と
差押え』を巡る一考察j名古震大学法政論集 215号 27頁がある。
23) 学説の展開については，能見義久「金銭の法律上の地位Jr決法議g[・]J1j巻 u
101頁以下参照。
24) この見解は，価値としての金銭の随一性が認められる限り(価領)所有権に基づく
返還請求を認めようとする点で示唆に富むが，価値の上のレイ・グィンディカチオ
を価値所有権と占有の分難から生ずるとの理論であるため， BGB 985条の下でと
何様の問題を引きずったままの理論となっている。すなわち，前出最高裁平成8年
4月26日判決(民集 50巻 5号 1267JI)の事案でいえば，誤振込みを行った Xと
受取人Fの関係(人約関係)では， Xの金銭であるかどうかに関係なし原因関
係が無効な給付に対する返還請求，すなわち不当利得返還が問題になるに過ぎな
い。これに対して， XがF名義の預金口座の金銭を差し押さえたYに;対する第三
者異議は，金銭という物を介した関係(物的関係)があるに過ぎない。ここでは，
善意取得等による Fの責任財産に入るか， Xが誤送金(振込)した金銭と認める
ことができるかが問題になる。従って請求権は人的関係と物的関係に区別され，物
的関係において rxの金銭jかどうかが問題になるのである。最判平成8年，およ
び，先に触れた最判平・成 15年 2月21日は， この物的関係の争いがあるにもかかわ
らず， この側面に触れていない点に疑問があり，価僚の上のレイ・グィンディカチ
オの理論もこの点(人的関係と物的関係を区別しない点)有効に作用しない。
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ところで①無効な給付の当事者間の不当初得返還請求し②原緩和者の第三
者に対する追及機の行使とでは，主張立証すべき事笑(要件事実)自体力1異なって
くる。異なった請求権を同じ(物ないし価僚の返還)請求権と構成するところに，混
乱の原因があり， j蘭僚のよのグインデイカチオ理論もこの点では同じ問題を内包す
る。
少し詳論すると，①給付の無効(誤振込，騎取，売買契約の取消など)を主張
立証する議求においては，金銭の所有権は問題にならない。 Aに所有権があるから
返還を求める請求権が生ずるのではなく，無効な契約に基づいて給付をなしたか
ら，その返還，すなわち，契約の巻き戻し(鈴木禄弥・債権法講義〔三訂版J697 
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頁)が求められているに過ぎない。目的物の返還に付随する返還の範囲(果実等)
も，不当利得の規定を適用すれば足りる。従って，この関係において所有と占有が
一致すると述べることは無意味なだけでなく，却って，返還の範聞において， ドイ
ツ民法の下でとj弓様の混乱を生ずる。例えば，この関係に，民法189条に基づく善
意占有者の果笑収液権が適用されると， Bは善意であれば，果実(運用利益など)
の返還を要しなくなるが，給付の巻き戻しという観点からみると，現存利益の返還
はすべきである。ようやく近時では，物権的請求権と切り離して，民法703条主主適
用すべきとの見解が多くなってきた。この立場の見解が，俗値の上の返還請求権の
観念に否定的態度をとられるのは当然の帰結といえる(磯村保「騎取金銭による弁
済と不当利得JW金融法の課題と展望~ 268頁以下)。この関係に物権的返還請求権
全認めることは， BGB 985条の下ではともかく， BGB 985条同様の規定を持たな
い日本民法の下では，却って，物的請求権の関係である②の場合に，物としての金
銭に基づく請求権の観念をJt失わせることになり，前出の王子成8年最高裁判決のよ
うに，金銭は価値でしか把握できないので，所有と占有が常に一致するとし，その
放に第三者異議の訴えを排斥することになる。
25) ①議明j王子成 15年2月21日民集57巻2号 21寅一一一 X損保会社の保険代理府A
建設工業株式会社が， Y信用組合に X:Ie代理して行う損保契約の専用口座として
iX(株)代理庖A建設工業(株)1刊名義の努通預金口座を繍設していたが，八が倒
康し， Aは預金返i援と厨出印を Xに交付して， XがYに対し払渓しを求めたが， Y
はAに対する債権で相殺の主張をした。判決(多数意見)は， iX(株)代理路A建
設工業(株)甲」がX:Ie表示しているものとは認められないとして， Xの請求営認
めた原審判決を破棄し自判した(預金口座はX代理人Aとして開設したものであ
るとの反対意見がある)。実体は， X (出調者)の物的返還請求権の主張に対し， Y
の相殺(動皮質権)の主張を認めなかった事案であり， i金銭については，所有と
占有が結合しているため，金銭の所有権は常に金銭の受領者(占有者)である受任
者にあるj との手u示には疑問がある。②最判平成 14年 l月17日民集56巻 1号
20頁 公共工事の請負約款に基づき良から工事役受注したA会社がれ信用金庫
lこY2保証会社の保証の下に開設した普遜預金口座lこ，県が前払金を振込んだが，
その後八の営業停止が生じたため，Y2保説会社が前払金残金につき県に代位弁済
した。その後破産宣告を受けたA会社の破産管財人Xが右預金残金の払戻しを求
め，YjY，が争った事案で，判決は，本件預金はA会役の一般財産から分別管理さ
れ特定性をもって保管されていて， これにつき登記，登録の方法がないから，委託
者である煤は第三者に対しても本件預金が信託財康であることを対抗することがで
きるのであって(信託法3条 l項参煩)，信託が終了して防法63条のいわゆる法定
信託が成立した場合も向様であるから，信託財産である本件預金はA会社の破産
財団に組み入れられることはないものということができる(同法 16条参照)とし
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て，本件事実関係の下においても保証会社(被上告人)がA会社から本件預金に
つき債権質等の担保の設定を受けたものとした原審の判断は相当ではないが， Xの
請求合棄却した結論は妥当とした判決である。
26) 最判平成 15年6f112臼民集57巻6号563][-弁護士X(まA会社から僚務緩
理事務の委任を受けて，その前払費用 500万円につき， B銀行lこXの倒人名義の
普遜預金口IAを開設した。八が滋費税等を滞納したため， Yがこの預金債権を差し
押さえ， Xが差押え無効確認を求めた。原審{ま Aの出t誌による金銭であるとして
Xの議求を棄却したが，最高裁は， Xは委任の趣旨lこ従って自己の他の財産と区別
して管理する方法として預金口践を憐設したもので， Xの預金{実権であるとして，
原審を破棄自利した({言託とみて，信託法 16条 1項等から，法廷意見と結論は!可
じとする補足意見がある)。受任者弁護士名義の預金口座にある委任者に引渡すべ
き金銭は I(委任の人的関係が反狭し浸透した)委任者のものJ(三宅正努・契約法
各論下巻964頁〔膏林議院 1988))とみるべきである。
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